
（１）校内通信ネットワークの整備

－ 希望する全ての小・中・特支・高等学校等における校内LANを整備
加えて、小・中・特支等に電源キャビネットを整備

公立 補助対象：都道府県、政令市、その他市区町村

補助割合：1/2 ※市町村は都道府県を通じて国に申請

私立 補助対象：学校法人、補助割合：1/2

国立 補助対象：国立大学法人、（独）国立高等専門学校機構



（２）児童生徒１人１台端末の整備

－ 国公私立の小・中・特支等の児童生徒が使用するPC端末を整備

公立 交付先：民間団体（執行団体）

補助対象：都道府県、政令市、その他市区町村

補助割合：定額（4.5万円）

※市町村は都道府県を通じて民間団体に申請、

国は民間団体に補助金を交付

私立 補助対象：学校法人、補助割合：1/2（上限4.5万円）

国立 補助対象：国立大学法人、補助割合：定額（4.5万円）

令和元年度補正予算案 ～ＧＩＧＡスクール構想の実現②～

1,022億円



■ 課題や目的に応じた情報手段の
適切な活用

■ 必要な情報の主体的な収集・判
断・表現・処理・創造

■ 受け手の状況などを踏まえた発信
・伝達

Ａ 情報活用の実践力

■ 情報活用の基礎となる情報手段
の特性の理解

■ 情報を適切に扱ったり，自らの情
報活用を評価・改善するための基
礎的な理論や方法の理解

Ｂ 情報の科学的な理解

■ 社会生活の中で情報や情報技術
が果たしている役割や及ぼしている
影響の理解

■ 情報モラルの必要性や情報に対す
る責任

■ 望ましい情報社会の創造に参画し
ようとする態度

Ｃ 情報社会に参画する態度

「情報活用能力」

情報及び情報手段を主体的に選択し活用していくための個人の基礎的な力

●プログラミング
（コンピュータの仕組みの理解等）

●ICTの基本的な操作、情報
の収集・整理・発信

（文字入力、インターネットなど情報

手段の適切な活用等）

【具体例】

●情報モラル
（情報発信による他人や社会への影響、
危険回避等）

情報活用能力の育成



子供たち一人ひとりに個別最適化され、創造性を育む教育ICT 環境の実現に向けて
～令和時代のスタンダードとしての１人１台端末環境～

≪文部科学大臣メッセージ≫

12 月13 日に閣議決定された令和元年度補正予算案において、児童生徒向けの１人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に
整備するための経費が盛り込まれました。
Society 5.0 時代に生きる子供たちにとって、PC 端末は鉛筆やノートと並ぶマストアイテムです。今や、仕事でも家庭でも、社会のあらゆる場所で

ICT の活用が日常のものとなっています。
社会を生き抜く力を育み、子供たちの可能性を広げる場所である学校が、時代に取り残され、世界からも遅れたままではいられません。
１人１台端末環境は、もはや令和の時代における学校の「スタンダード」であり、特別なことではありません。これまでの我が国の150 年に及ぶ教育
実践の蓄積の上に、最先端のICT 教育を取り入れ、これまでの実践とICT とのベストミックスを図っていくことにより、これからの学校教育は劇的に変わ
ります。
この新たな教育の技術革新は、多様な子供たちを誰一人取り残すことのない公正に個別最適化された学びや創造性を育む学びにも寄与するもの
であり、特別な支援が必要な子供たちの可能性も大きく広げるものです。
また、１人１台端末の整備と併せて、統合型校務支援システムをはじめとしたICT の導入・運用を加速していくことで、授業準備や成績処理等の
負担軽減にも資するものであり、学校における働き方改革にもつなげていきます。
忘れてはならないことは、ICT 環境の整備は手段であり目的ではないということです。子供たちが変化を前向きに受け止め、豊かな創造性を備え、持
続可能な社会の創り手として、予測不可能な未来社会を自立的に生き、社会の形成に参画するための資質・能力を一層確実に育成していくことが
必要です。その際、子供たちがICT を適切・安全に使いこなすことができるようネットリテラシーなどの情報活用能力を育成していくことも重要です。
このため、文部科学省としては、１人１台端末環境の整備に加えて、来年度から始まる新学習指導要領を着実に実施していくとともに、現在行わ
れている中央教育審議会における議論も踏まえ、教育課程や教員免許、教職員配置の一体的な制度の見直しや、研修等を通じた教員のICT 活
用指導力の向上、情報モラル教育をはじめとする情報教育の充実など、ハード・ソフトの両面からの教育改革に取り組みます。
今般の補正予算案は、すでに児童生徒３人に１台という地方財政措置で講じたICT 環境整備に取り組んできた自治体、またこれから着実に整
備に取り組もうとする自治体を対象に、１人１台端末とクラウド活用、それらに必要な高速通信ネットワーク環境の実現を目指すものです。そして、こ
の実現には、各自治体の首長の皆様のリーダーシップが不可欠です。
この機を絶対に逃すことなく、学校・教育委員会のみならず、各自治体の首長、調達・財政・情報担当部局など関係者が一丸となって、子供たち一
人ひとりに個別最適化され、創造性を育む教育ICT 環境の実現に取り組んで頂きますよう、心よりお願い申し上げます。

令和元年（2019 年）12 月19 日
文部科学大臣 萩生田光一

ＧＩＧＡスクール実現推進本部


